
第4章　香港
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香港は，1976年のノーベル経済学賞受賞者のミルトン・フリードマン（Milton Friedman）教授に「自由放任的資本主義の模範」と評価されていたが，曾蔭権長官が率いる香港特別行政区政府は，経済発展においてより積極的な役割を果たそうとしている。2006年9月，曾蔭権氏は，「中国の第11次5ヵ年計画と香港の発展に関する経済サミット」で議論された香港政府の戦略構想は，いままでの「積極的不介入」政策から逸脱したのではないか，というマスコミの質問に対して，「『積極的不介入』はもう何年も前の用語である。香港式の資本主義の表現について，近年，香港政府が選好するのは『大市場，小政府』である」と答えた（Tsang，2006）。この回答は広く報道され，一部の経済学者からの批判を浴びた。ミルトン・フリードマンもその中の1人であり，彼は1つの有名な論文を書き，曾蔭権氏の積極的不介入政策の放棄を批判した（Friedman，2006）。こうした反応に対して，曾蔭権長官は，香港政府の公式ウェブサイトを通じて，「従来のスローガンを『大市場，小政府』に少し変更しただけ」と釈明し，「われわれは，小政府の権限範囲の中，市場のニーズに応じて経済発展をサポート，促進するためにベストを尽くす」という本意を強調した。さらに，「香港経済の本質は非常に外部指向的ものなので，われわれはグローバル市場の規則に従わなければならない。このため，貿易と金融サービスにおける資本主義と自由市場を続けるというわれわれの要求は『基本法』の中にも明記されている。しかし，市場競争に対する堅い信仰は，政府が何もしなくてもよい，あるいは受動的な役割に甘んじてよいということを意味しているわけではない」と力説した（Tsang，2006）。香港市民および中国政府からの強い支持を得ている曾氏は，2007年の香港特別行政区政府長官選挙で勝利するはずで，彼の「大市場，小政府」政策は引き続き推進されると思われる。

2006年第1～3四半期の香港の実質GDP成長率は，2005年の7.3％と2004年の8.6％から若干下がっているものの（図4.1），香港経済は，2004年から3年連続で好調であった（表4.1）。表4.1における2006年の年間経済成長率の予測（6.5％）は香港政府の予測値と同じであるが，表1.2におけるいくつかの予測値より少し高い。2004～06年の持続的な景気拡大が着実に雇用増加をもたらした結果，失業率は2003年の7.9％から2006年の1～10月期は4.9％に下がった（表4.1）。株式市場も好調で，2006年の1年間にハンセン指数は34％上昇した。

2005年の香港経済の好調は，主に外需，特に財貨・サービス輸出の急増による結果である（表4.1）。2006年第1～3四半期の輸出は伸び続けたものの，輸入がより速いペースで伸びたため，GDPにおける純輸出のシェアはやや落ちている。一方，民間総固定資本形成は，1998年の急落とその後の低迷を経て，2006年第1～3四半期は強く回復しており，需要拡大の主因となっている。他方では，内需の最も大きな項目としての民間消費の伸びは比較的緩やかで，2006年の実質GDPにおける民間消費のシェアは，5年連続で下がっている。

対外貿易は香港経済を左右しており，2006年第1～3四半期の財貨・サービスの輸出と輸入は，両方とも名目GDPの2倍前後になっている（表4.1）。その中で，財貨貿易が対外貿易全体の大部分を占めており，この特徴は輸入側でより突出している。対外貿易における中継貿易の重要性は香港のもう1つの目立った特徴であり，2002年以降，再輸出は財貨輸出全体の90％以上を占めている（表4.3）。2006年1～11月期の中継貿易の多くは中国を出発地（63％）または目的地（49％）とするもので（Hong Kong, Census and Statistics Development，various years a），中国経済の急成長が香港の中継貿易拡大の主な要因だとみられる。2005年の同時期と比べ，2006年1～11月期の香港の財貨貿易はかなり伸びており，米ドル表示の輸出総額と輸入総額がそれぞれ9％と11％増加した。その中で，中国との貿易が相変わらず急速に増加しており，輸出入共に総額の46～47％を占めている（表4.4）。

米ドル表示のサービス輸出の拡大はより大きく，2006年第1～3四半期の輸出額の伸びは15％に達したが，サービス輸入額の伸びは少し低く，7％であった（表4.2）。輸出側では，金融，旅行，および保険業務の増加が比較的大きく，12～47％に達している（Hong Kong, Census and Statistics Development，2006c，表4.2）。2004年1月から発効した香港と中国との間の経済貿易緊密化協定（CEPA）の締結後，中国市場の貿易やサービス分野に，香港企業が参入しやすくなってきている。これはサービス輸出が急速に伸びた理由の1つである。その中でも，中国の一部の富裕都市の住民を対象とするいわゆる｢自由行｣（個人旅行）計画は特に重要である。

中国は香港の最大の貿易相手国になっているが，香港は米国，欧州工業国にも大量に輸出しており，日本からは比較的大量に輸入している（表4.4）。また，日本は重要な輸出市場でもあり，台湾，シンガポール，米国，および韓国は重要な輸入先である。他の東アジア諸国と香港との間の貿易は，香港から見れば非常に小さいが，相手国から見れば比較的大きい。また，香港は，非常に重要な直接投資の供給源と受入地でもある。1998～2005年の香港の年平均対外直接投資額と外国から香港への対内直接投資額は，それぞれ260億米ドルと273億米ドルに達している（表4.2）。2005年末までの統計によると，香港の対外直接投資の約48％と対内直接投資の約40％は3つのカリブ海地域の税金回避地（タックス・ヘブン），即ち英領ヴァージン諸島，バミューダ諸島，およびケイマン諸島との間の取引であるが，そのほとんどが第3国との間接的な投資に関連するものである（Hong Kong, Census and Statistics Department，2006d）。このほかでは，中国が香港の直接投資の最も重要な目的地（全投資の40％）と供給源（全投資の31％）である。

1995～2006年の日本の対香港経常収支は常に多額の黒字を計上しており，その大半は財貨貿易によるものである（表4.5）。日本の対香港輸出の主要品目は「その他電気機器」をはじめとする機械製品とその他製品であるが，日本の対香港輸入の主要品目は主にその他製品と機械製品である（表4.6）。また，日本と香港間の証券投資およびその他投資のフローは，変動が激しいものの両方向ともに非常に大きく，国際金融センターとしての香港の役割を反映している（表4.5）。日系多国籍企業にとって香港は重要なビジネス拠点でもある。経済産業研究所の推計によると，2002年に香港における日系企業は15万人以上の労働者を雇用しており，最新のデータはこの規模が拡大し続けていることを示している（表4.7）。
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